
鹿児島市工事等成績評定要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、鹿児島市が発注した工事並びに工事に付帯する測量、調査及び設計の業

務（以下「委託業務」という。）の成績評定（以下「評定」という。）に必要な事項を定め、

公平、厳正かつ的確な評定の実施を図り、もって受注者の適正な選定及び指導育成に資する

ことを目的とする。 

（評定の対象） 

第２条 評定の対象は、原則として次に掲げる以外の工事及び委託業務（以下「工事等」とい

う。）とする。 

(1) 工事 

ア 道路等の降灰除去工事 

イ 側溝・河川等の浚渫工事 

ウ 請負代金額が５００万円を超えない工事 

(2) 委託業務 

ア 請負代金額が１００万円を超えない委託業務 

（評定者） 

第３条 評定者は検査員、監督員又は調査職員（以下監督員という。）及び、総括監督員又は

総括調査職員（監督員が所属する係の長又は相当職であって工事等を総括監督する者）（以

下総括監督員という。）とする。 

（評定の時期） 

第４条 監督員及び総括監督員は工事等の完成のとき、検査員は工事等の検査を実施したとき

に、それぞれ評定を行うものとする。 

（評定の方法） 

第５条 評定は、監督、検査等その他必要な事項について、工事等ごと及び評定者ごとに独立

して的確かつ公正に行うものとする。 

２ 評定の採点は、別紙「工事成績評定書」又は「委託業務成績評定書」（以下「評定書」と

いう。）により行うものとする。 

３ 項目別評定の算定は、別紙「工事成績評定考査項目別運用表」又は「委託業務成績評定考

査項目別運用表」（以下「考査運用表」という。）により行うものとする。 

（検査員の評定） 

第６条 検査員は、次の各号に掲げる工事等の区分ごとに当該各号に定める評定事項について

評定を行う。 

(1) 工事 

ア 施工管理 



イ 出来形 

ウ 品質 

エ 出来ばえ 

(2) 委託業務 

ア 実施体制と執行計画 

イ 品質管理 

ウ 成果物の品質 

（監督員、総括監督員の評定） 

第７条 監督員は、次の各号に掲げる工事等の区分ごとに当該各号に定める評定事項について

評定を行う。 

(1) 工事 

ア 施工体制一般 

イ 配置技術者 

ウ 施工管理 

エ 工程管理 

オ 安全対策 

カ 対外関係 

キ 出来形 

ク 品質 

ケ 創意工夫 

(2) 委託業務 

ア 実施体制と執行計画 

イ 執行管理 

ウ 品質管理 

エ 創意工夫 

オ 説明調整能力 

カ 成果物の品質 

２ 総括監督員は、次の各号に掲げる工事等の区分ごとに当該各号に定める評定事項について

評定を行う。 

(1) 工事 

ア 工程管理 

イ 安全対策 

ウ 施工条件等への対応 

エ 地域への貢献等 

オ 法令遵守等 



(2) 委託業務 

ア 実施体制と執行計画 

イ 業務特性 

ウ 責任感・積極性・倫理観 

（工事等成績評定書） 

第８条 評定者は、考査運用表に基づき、評定書を作成しなければならない。 

（評定点） 

第９条 総合評定点は、次の各号に掲げる工事等の区分に応じ、当該各号に定めるところによ

るものとする。 

(1) 工事   検査員の評定点に１０分の４を乗じて得た数と、総括監督員の評定点に１０

分の２を乗じて得た数と、監督員の評定点に１０分の４を乗じて得た数の和。 

(2) 委託業務 検査員の評定点に１０分の４を乗じて得た数と、総括監督員の評定点に１０

分の２を乗じて得た数と、監督員の評定点に１０分の４を乗じて得た数の和。 

２ 前項の規定により算定した各評定の評定点は、小数点第２位とする。 

３ 総合評定点は、小数点第２位を四捨五入し小数第１位表示とする。 

（評定結果の復命） 

第１０条 評定者は、評定を行ったときは、遅滞なく評定の結果を市長に復命するものとする。 

２ 検査員は、前項の規定による復命を、次に掲げる金額の決裁区分により処理するものとす

る。 

(1) １件２，５００万円以上については           局長 

(2) １件１，０００万円以上、２，５００万円未満については 部長 

(3) １件１，０００万円未満については           課長 

（評定結果の通知） 

第１１条 市長は、評定者から評定の結果の復命があったときは、当該工事等の受注者に対し

て、評定結果を工事成績通知書（様式第１）又は委託業務成績通知書（様式第１－１）によ

り通知するものとする。 

２ 評定結果の通知は、第２条に定める工事等とする。 

（評定の修正） 

第１２条 工事担当課長及び企画財政局財政部工事検査課長は、工事等の目的物の受領後、契

約不適合責任期間中に当該目的物に契約不適合があることが判明した場合、及び、工事等の

評定結果の通知後、各評定事項に関する重大な事案等が判明した場合は、当該工事等に係る

評定を修正することができる。この場合においては、第８条及び第９条の規定を準用する。 

２ 市長は、前条の通知をした後、当該評定を修正する必要があると認められる場合は、評定

を修正しなければならない。 

３ 市長は、第１項及び第２項の修正を行ったときは、遅滞なく、その結果を当該工事等の受



注者に通知するものとする。 

（説明請求等） 

第１３条 第１１条又は前条の規定による通知を受けた者は、通知を受けた日から起算して 

１４日（「休日」（鹿児島市の休日を定める条例（平成元年条例第５１号）第１条に規定す

る市の休日）を含む。）以内に、書面により、市長に対して評定の内容について説明を求め

ることができる。 

２ 市長は、前項による説明を求められたときは、書面により回答するものとする。 

（評定結果の公表） 

第１４条 第１１条により評定の結果を通知したときは、評定結果を企画財政局財政部工事検

査課内の閲覧場所において、鹿児島市工事評定結果台帳（様式第２）及び鹿児島市委託業務

評定結果台帳（様式第２－１）（以下「評定結果台帳」という。）に前々月分を記載し、遅

滞なく閲覧に供するものとする。 

２ 前項の規定による閲覧の期間は、閲覧に供した日から同日の翌日から起算して１年を経過

する日までとする。 

３ 第１２条の規定により評定を修正した場合は、第１項の規定を準用する。 

４ 前条の規定により受注者が提出した書面の内容及び回答した説明については、第１項の規

定を準用する。 

（評定結果の閲覧） 

第１５条 前条第１項による閲覧をしようとする者は、工事等評定結果閲覧申請書（様式第３

）を提出しなければならない。 

２ 閲覧は、係員から指示された場所で行わなければならない。 

３ 評定結果台帳の書類は、閲覧場所の外に持ち出してはならない。 

（その他） 

第１６条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は、別に定めるものとする。 

付 則 

１ この要領は、平成１６年４月１日から施行する。 

２ この要領による改正後の鹿児島市工事等成績評定要領は、この要領の施行の日（以下「施

行日」という。）以後に完成の届出を受けた工事等の検査について適用し、施行日前に完成

の届出を受けた工事等の検査については、なお従前の例による。 

付 則 

この要領は、平成２１年６月１日から施行する。 

付 則 

この要領は、平成２３年４月１日から施行する。 

付 則 

この要領は、平成２５年４月１１日から施行し、この要領の規定は、平成２５年４月１日か



ら適用する。 

付 則 

この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 

付 則 

この要領は、平成２９年４月１４日から施行する。 

付 則 

この要領は、平成３０年４月１日から施行する。 

付 則 

この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

付 則 

この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

付 則 

この要領は、令和４年４月２１日から施行する。 

付 則 

この要領は、令和７年４月１日から施行する。 

 

  



 

  



 

  



 

  



 

  



 

  



 

  


